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疑 義 解 釈 （ そ の ９ ）歯科関連抜粋 

 

～看護職員処遇改善評価料及びベースアップ評価料関係～ 

 

【ベースアップ評価料】 

問１ 

 

 

 

 

「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月28日事務連絡）別添２の問１に

おいて、ベースアップ評価料による収入について、人事院勧告に伴う給与の増加分に用いて 

差し支えない旨があるが、当該評価料による収入が人事院勧告に伴う引き上げ水準を上回る 

場合であっても、人事院勧告のベア水準を理由として当該評価料の算定を見送るのでは 

なく、当該評価料を算定した上でその収入による賃上げを実施することは可能か。 

 

(答) 

 

自治体病院の職員の給与については、関係法令に定める均衡の原則等の給与決定原則に 

基づき、人事委員会勧告等を踏まえ、各地方公共団体において適切に対応することとなる。 

 

 

 

（参考）「疑義解釈資料の送付について（その１）」（令和６年３月28日事務連絡）別添２ 

 

問１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「診療報酬の算定方法」別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）に 

おける「Ｏ１００」外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｏ１０１」外来・在宅ベース

アップ評価料（Ⅱ）及び「Ｏ１０２」入院ベースアップ評価料、「診療報酬の算定方法」 

別表第二歯科診療報酬点数表（以下「歯科点数表」という。）における「Ｐ１００」歯科 

外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）、「Ｐ１０１」歯科外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）

及び「Ｐ１０２」入院ベースアップ評価料並びに「訪問看護療養費に係る指定訪問看護の

費用の額の算定方法」における「０６」訪問看護ベースアップ評価料（以下単に「ベース

アップ評価料」という。）の施設基準において、「令和６年度及び令和７年度において対象

職員の賃金（役員報酬を除く。）の改善（定期昇給によるものを除く。）を実施しなければ

ならない。」とあるが、ベースアップ評価料による収入について、人事院勧告に伴う給与の

増加分に用いてよいか。 

 

(答) 差し支えない。 

 

 

昭和42 年４月３日第３種郵便物認可  「岡歯会報」第930 号付録  2024 年7 月1 日発行 


